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農地転用の制限緩和

特定地方公共団体が復興推進事業と
して再生可能エネルギーによる発電事
業（風力及び地熱）を定めた復興推進
計画について認定を受けたときは、優
良農地の確保に支障を生じないことを
前提に、規制の特例措置として、農業
振興地域の整備に関する法律第15条
の２第1項、農地法第４条第１項又は第
５条第１項の規定により許可を受ける
べきものに対し、これらの許可があった
ものとみなすこと。

○　津波被災地においては、復興整備計画の作成による農地転用規制の緩和等を
措置しており、今後とも柔軟に対応していく考え。

○　再生可能エネルギー発電設備の取扱いについては、再生可能エネルギーの導
入と優良農地の確保という双方の観点に留意しながら、全国的な制度の問題として
の検討が必要。

岩手県から提案された規制の特例（新たな措置）に関する論点

提案の具体的内容提案項目 提案の具体的内容に関し、検討が必要な論点
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